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用 語 見 方 算 式

形 式 収 支

歳入決算総額から歳出決算総額を単

純に差し引いた額、すなわち歳入歳出

差引額である。

これは出納閉鎖期日現在における当

該年度中に収入された現金と支出され

た現金の差額、すなわち現金尻を表わ

すものである。

歳入－歳出

実 質 収 支

歳入歳出決算額（形式収支）から翌

年度へ繰り越すべき財源を控除した決

算額である。

地方公共団体の財政運営の良否を判

断する重要なポイントであり、一定の

黒字を出すことが財政運営の基本であ

るが、黒字の額は多いほど良いといえ

るものではなく、一般的に標準財政規

模の３～５％程度が望ましいとされて

いる。

（歳入－歳出）－翌年度へ繰り越すべき財源

実 質 単 年 度 収 支

単年度収支には、実質的な黒字要素

（例えば財政調整基金への積立や地方

債繰上償還金など）や赤字要素（過去

の積立金の取崩額）が含まれている。

実質単年度収支とは、これらを加減し

たもの（単年度収支＋黒字要素－赤字

要素）をいう。

単年度収支（当該年度実質収支－前年度実質収

支）＋基金積立額＋地方債繰上償還額－基金と

りくずし額

＜基金は財政調整基金＞

標 準 財 政 規 模

当該団体が合理的かつ妥当な水準に

おいて行政を行うための標準的な一般

財源の規模を示した額である。

{（基準財政収入額－各種譲与税－交通安全対策

特別交付金）×
100
75
＋各種譲与税＋交通安全対

策特別交付金}＋普通交付税

歳 出 決 算 倍 率

当該団体の適切な決算規模を判断す

る際の指標として使用される。一般的

には、建設事業に消極的な団体ほど倍

率が低く、逆に積極的な団体ほど高く

なっている。特に高い倍率が恒常的に

続く場合は財政破綻につながるおそれ

があるので注意を要する。

歳出決算額

標準財政規模

経 常 収 支 比 率

財政構造の弾力性を測定する比率と

して使用される。

人件費、扶助費、公債費等の義務的

経費に地方税、地方交付税、地方譲与

税を中心とする経常一般財源収入がど

の程度充当されたかをみる指標で、こ

の比率が低いほど普通建設事業等の臨

時的経費に充当できる一般財源に余裕

があり、財政構造に弾力性があること

となる。

一般的に都市にあっては75％、町村

にあっては70％程度が妥当とされてい

る。これがそれぞれ80％、75％を超え

ると弾力性を失いつつあると考えられ

注意を要する。

経常経費充当の一般財源（ア�）
×100

経費一般財源総額（イ�）

財政用語ミニ解説

（
歳

入
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歳
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用 語 見 方 算 式

財 政 力 指 数

当該団体の財政力を示す指標として

使用される。

指数は「１」に近くあるいは「１」

を超えるほど財源に余裕があるものと

されている。

基準財政収入額
の過去３年間の平均値

基準財政需要額

公 債 費 負 担 比 率

公債費に充当された一般財源の一般

財源総額に占める割合。

この比率が高いほど財政運営の硬直

性の高まりを示す。一般的には財政運

営上15％が警戒ライン、20％が危険ラ

インとされている。

公債費に充当された一般財源
×100

歳出合計中の 歳計剰余金又は

一般財源 ＋ 翌年度繰上充用

金中の一般財源

公 債 費 比 率

地方債の発行に伴う毎年度の元利償

還金額が適当であるかどうかにより、後

年度の地方債の発行を判断する指標で

あり、経常収支比率とともに財政構造

の弾力性をみる上で重要な指標である。

この比率が高いほど財政硬直化の一

因となる。財政の健全性をおびやかさ

れないためにはこの比率が10％を超え

ないことが望ましいとされている。

起 債 制 限 比 率

地方債の発行を制限するための指標。

財政の健全性を確保するため公債費負

担が著しく高い団体については、地方

債の発行が制限されている。制限ライ

ンは20％とされている。

実 質 公 債 費 比 率

地方税、普通交付税のように使途が

特定されておらず、毎年度経常的に収

入される財源のうち、公債費や公営企

業債などの公債費に準ずるものを含め

た実質的な公債費相当額（普通交付税

が措置されるものを除く）に充当され

たものの占める割合の前３年度の平均

値。地方債協議制度の下で、18％以上

の団体は、地方債の発行に際し許可が

必要となる。さらに、25％以上の団体

は地域活性化事業等の単独事業に係る

地方債が制限され、35％以上の団体は、

これらに加えて一部の一般公共事業債

についても制限されることとなる。

実質公債費比率＝
（Ａ＋Ｂ）－（Ｃ＋Ｄ）

Ｅ＋Ｆ－Ｄ

Ａ：地方債の元利償還金（公営企業分、繰上償

還等を除く）

Ｂ：地方債の元利償還金に準ずるもの（「準元

利償還金」）

Ｃ：元利償還金又は準元利償還金に充てられる

特定財源

Ｄ：地方債に係る元利償還に要する経費として

普通交付税の額の算定に用いる基準財政需

要額に算入された額（「歳入公債費の額」）

及び準元利償還金に要する経費として普通

交付税の額の算定に用いる基準財政需要額

に算入された額（「算入準公債費の額」）

Ｅ：標準財政規模（「標準的な規模の収入の額」）

Ｆ：臨時財政対策債発行可能額

�
��
�

元利償還金のう

ち特定の繰上償

還金を除いた一

般財源等

－

基準財政需要額

に算入された災

害復旧事業債償

還費等

�
��
�
×100

�
�
�

標 準 財 政

規 模
－

基準財政需要額に算

入された災害復旧事

業債償還費等

�
�
�

�
�
�
�
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金（繰上
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く）Ａ
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�
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�

－

�
�
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Ａに充当

さ れ た

特定財源

�
�
�
�

基準財政需要額

に算入された

災害復旧事業

債 償 還 費 等

＋

事業費補正によ

り普通交付税算

入された公債費

＋

�
�
�
�

当年度の

標準財政

規 模

＋

�
�
�
�

当該年度の

臨 時 財 政

対策債発行

可 能 額

－

�
�
�
�

基準財政需要

額に算入され

た災害復旧事

業債償還費等

＋

�
�
�
�

事業補正に

より普通交

付税算入さ

れた公債費

×100（％）の過去３年度平均
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公共施設整備率算式

項 目 算 式

１．道路

（平17．４．１現在）

改良率

舗装率

改良済延長（ｍ）
×100

実延長（ｍ）

舗装済延長（ｍ）
×100

実延長（ｍ）

２．公園

（平17．３．31現在）

人口１人当たり

公園面積

市町村立及び市町村立以外の公園面積（㎡）

住民基本台帳登載人口（人）（17．３．31現在）

３．ごみ

（平17．３．31現在）
収集率

年間総収集量（ｔ）
×100

年間総排出量（ｔ）

４．し尿

（平17．３．31現在）
収集率

年間総収集量（�）
×100

年間総排出量（�）

５．上水道等

（平17．３．31現在）
普及率

（上水道＋簡易水道＋専用水道＋飲料水供給施設）給水人口（人）
×100

住民基本台帳登載人口（人）＋外国人登録人口（人）

６．下水道等

（平17．３．31現在） 普及率（人口率）

水洗便所設置率

（公共下水道＋農業集落排水施設＋漁業集落排水施設＋

林業集落排水施設＋簡易排水施設＋小規模集合排水処理

施設）現在処理区内人口＋（コミュニティ・プラント＋

合併処理浄化槽）処理人口（人）
×100

住民基本台帳登載人口（人）＋外国人登録人口（人）

（公共下水道＋農業集落排水施設＋漁業集落排水施設＋

林業集落排水施設＋簡易排水施設＋小規模集合排水処理

施設）現在水洗便所設置済人口＋（コミュニティ・プラ

ント＋合併処理浄化槽）処理人口（人）
×100

住民基本台帳登載人口（人）＋外国人登録人口（人）

７．公営住宅

（平17．３．31現在）
世帯数比率

公営住宅＋改良住宅＋単独住宅（戸）
×100

住民基本台帳世帯数（世帯）（17．３．31）

用 語 見 方 算 式

地方債現在高倍率

今後償還すべき地方債の現在高が標

準財政規模に対しどの程度になっている

かをみるものであり、当該団体の将来の

公債費負担あるいは地方債発行可能額

を把握する際の指標として使用される。

地方債現在高

標準財政規模

自 主 財 源

�
�
�
�
�

自主的に収入しうる財源 �
�
�
�
�

地方税、分担金及び負担金

使用料、手数料、財産収入

寄附金、繰入金、繰越金、

諸収入
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